
③ 消費者への負担に関する規定について

18

5.4 消費者への負担に関する規定
• CCFL47において、「eコマースで提供される包装食品に係る情報は、消費者へのいかなる負担なしに提供されな

ければならない。」との規定の追加が提案され、今後の検討課題となった。

○CCFL47後(step５)時点

5.4 eコマースで提供される包装食品に係る情報は、消費者へのいかなる負担なしに提供されなければならない。。

• EWGでは、「いかなる負担なしに」という文言について、wi-fiやモバイルデータ通信、情報にアクセスするための端末に関する費用なども含
まれることになってしまい適切でないとの意見があった。

• これを受け、現状「追加的負担なしに」との文言に変更されている。

○CCFL48前(step7)時点

5.4 eコマースで提供される包装食品に係る情報は、消費者への追加的負担なしに提供されなければならない。

仮議題７：食品表示情報の提供へのテクノロジーの使用に関
するガイドライン案

19
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【検討の経緯】

【ガイドライン案の構成】
１．目的

２．適用範囲

３．利用

４．用語の定義

５．包装食品のラベル又は表示に必須の情報が、その代わりにテクノロジーの使用により消費者
に提供されてよいかを決定する上での考慮事項

６．ラベル上でアクセスできない食品情報へのアクセスを消費者に提供するためのテクノロジーの
使用

７．テクノロジーの使用による消費者への食品情報の提供に適用される原則

仮議題７：食品表示情報の提供へのテクノロジーの使用に関するガイドライン案

2017年 CCFL44において将来作業について議論した結果、技術革新を利用した食品表示について広範な支持が
寄せられ、カナダが討議文書を準備することが合意。

2019年 CCFL45において、カナダが討議文書を紹介したところ広く関心が寄せられ、さらに適用範囲等を確定するた
め、第46回部会に向けて討議文書を改訂することが合意。

2021年 CCFL46において、食品表示への革新技術の利用について、包装食品の表示の一般規格の改訂も視野に、
新規作業に着手することが合意。

2023年 CCFL47において、本文書を包装食品の表示の一般規格と独立したガイドラインとすることが合意された他、
義務表示事項のテクノロジーによる代替、提供される情報の内容等について検討が行われた。本ガイドライン
案はステップ５に進むこととなり、カナダを議長国、インドとニュージーランドを共同議長国とするEWGを設置す
るとともに、コーデックス総会で検討されることとなった。⇒2024年10月末のCCFL48で合意されれば、最速
で同年11月末の総会でガイドラインになる可能性
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利用者情報登録
文字サイズ調整機能

アプリでバーコードをスキャン

健康目標とアレルギー
情報を事前に登録！

見たい・知りたい情報
を事前に登録！

表示増減機能

もっと簡潔に見たい！

ナポリタン

見やすい食品表示

お気に入り・並び替え機能

＋ーボタン
を押下で
表示を

展開・格納

ナポリタン

事前に登録した見たい・知りた
い情報の順番に並び替えて
見たいものを見やすく！

デジタルならではのフォ
ントサイズ調整機能で
より見やすく！

「食品表示のデジタルツール活用に係る検討調査事業」（令和３年消費者庁）における
テクノロジー（アプリ）を活用した食品情報の提供のイメージ
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ピクトグラムを使用して
視覚的に見やすく！ １日当たりの摂取基準量で

健康づくりに！

ピクトグラムによる
アレルギー物質アラート機能

類似食品の提案・比較に
より商品の選択に！
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栄養成分の摂取の
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応じて気になる表示を並び
替えて強調！事前に登録した情報に応じた

アラートで見落とし防止！

ナポリタン

「食品表示のデジタルツール活用に係る検討調査事業」（令和３年消費者庁）における
テクノロジー（アプリ）を活用した食品情報の提供のイメージ
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電子作業部会（EWG）において議論された主な論点

23

① 商業情報（commercial information)や広告（advertising）の扱い
② テクノロジーを使用して食品表示情報が提供される場合、その情報はいつまで利用
可能でなければならないか
③ 食品表示情報の提供が、テクノロジーの使用のみによって行われるべきではない場
合について
④ テクノロジーについての消費者の理解に係る規定

等
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① 商業情報（commercial information)や広告（advertising）の扱い

24

• CCFL47では、商業情報(commercial information）や広告（advertising）に関する次のような規定の扱いについて、引き続
き検討することとされていた。

○修正前（CCFL47後(step５)時点）

７．テクノロジーを使用して消費者に食品情報を提供する場合に適用される原則

［7.3 テクノロジーの使用により記述又は提示される食品情報は、一箇所に、販売又はマーケティングのためのその他の商業情
報と区別して提示されなければならない。］

7.5 義務的食品情報がテクノロジーの使用のみによって提供される場合には、ラベル又は表示上のreferenceは当該情報と直
接リンクしなければならず、当該食品情報はその食品の貯蔵寿命、［少なくとも賞味期限又は消費期限までの間］利用可能
でなければならない。［当該リンクはその食品に関する広告を含んではならない。］

25

① 商業情報（commercial information)や広告（advertising）の扱い

○修正後（CCFL48前（Step６）時点）

• EWGでは、「商業情報」の意味するところが曖昧であるという点や、通常の容器包装上のラベルについてはそのような制限はないという
点について指摘する意見があった。

• 一方で、義務的食品情報がもっぱらテクノロジーを使用して提供される場合に、その情報が容易に判別できることは消費者にとって重要
という点では意見の一致が見られ、以下のような修正案となっている。

7.3 義務的食品情報がテクノロジーの使用のみによって提供される場合には、ラベル又は表示上のreferenceは当該
情報と直接リンクしなければならず、当該義務的食品情報は容易に識別可能で、グループ化され、他の情報と容易に
区別できなければならない。

７．テクノロジーを使用して消費者に食品情報を提供する場合に適用される原則
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② テクノロジーを使用して食品表示情報が提供される場合、その情報はいつまで利用可能でなければ
ならないか

７．テクノロジーを使用して消費者に食品情報を提供する場合に適用される原則

• CCFL47では、テクノロジーを使用して提供される食品表示情報がいつまで利用可能でなければならないについても引き続き検
討課題とされた。

• EWGにおける議論を経て、セクション7.5に規定されるデジタルツールで提供される食品義務表示情報の利用可能期間につ
いては、消費期限のある食品については少なくともその消費期限、賞味期限の付される食品や期限表示のないような食品につ
いては、その食品が安全で、販売、消費、使用に適している限りの間が適切であるということで、セクション7.5の文言を修正。

the duration of the food‘s shelf life（食品の保存期間）に関する記述について、より具体的な文言へ変更

○修正前（CCFL47(step５)時点）

○修正後（CCFL48前（Step６）時点）

7.5  義務的食品情報がテクノロジーの使用のみによって提供される場合には、その食品情報は少なくとも、流通、保管、小売及
び使用の意図された条件下において、その食品が安全で販売、消費又は使用に適する状態を保つ期間にわたり使用可能でな
ければならない。これは、消費期限（use-by date or expiration date）が表示されている食品の場合、少なくともその日付
までの期間を意味する。 26

③食品表示情報の提供が、テクノロジーの使用のみによって行われるべきではない場合について

27

• CCFL47では、以下のような規定が議論された。

○CCFL47開始(step４)時点

3) 健康及び安全に関する食品情報（例：原材料、アレルゲン、消費期限）は、ラベル又は表示がないことにより消費者の健
康に害を及ぼしうる場合には、テクノロジーの使用のみによって提供されるべきではない。

〇 CCFL47における議論を経て、
・テクノロジーの使用のみによって提供されるべきではない事項として「名称」nameが追加された。
・「健康及び安全に関する食品情報」に何が該当するかは各国当局に委ねられるべき事項であるといった指摘を受け、例示が削除された。
・「ラベル又は表示がないことにより消費者の健康に害を及ぼしうる場合には」という部分が削除された。

〇 EWGでは一部の国から、 「ラベル又は表示がないことにより消費者の健康に害を及ぼしうる場合には」を復活させるべきとの意見も
あったが、指示が集まらず反映されていない。

○CCFL47終了(step５)時点 ⇒ CCFL48前（steo6）時点で変更なし

5.2 食品の名称並びに健康及び安全に関する食品情報は、テクノロジーの使用のみによって提供されるべきではない。
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④テクノロジーについての消費者の理解に係る規定

28

○修正前（CCFL47(step５)時点）

5.1 食品情報は、購入及び使用の通常かつ日常的な環境において、消費者が容易にアクセスできるものであるべきである。すなわち、
a)食品が販売される地理的領域又は国内において、テクノロジーを用いた食品情報の提供を支える、サービスの普及度や信頼性と
いった観点から見て十分な技術的インフラが必要である。
b) 一般の人々、又はその一部であって食品情報が想定する人々は、当該地理的領域又は国内においてそのテクノロジーへの広範か
つ適正なアクセスを有し、その使用を取り入れているべきである。
c)購入又は使用の通常かつ日常的な環境において、その食品情報にアクセスするためにそのテクノロジーを利用することが消費者にとっ
て合理的であり、そのテクノロジーについて消費者が同じように理解しているという証拠がある。

５．包装食品のラベル又は表示に必須の情報が、その代わりにテクノロジーの使用により消費者に提供されてよい
かを決定する上での考慮事項
• CCFL47では、考慮事項として「そのテクノロジーについて消費者が同じように理解しているという証拠がある」という文言が追加さ
れ、引き続きの検討事項とされた。

④テクノロジーについての消費者の理解に係る規定

29

○修正後（CCFL48前(step6)時点）

5.1 食品情報は、購入及び使用の通常かつ日常的な環境において、消費者が容易にアクセスできるものであるべきである。すなわち、
a)食品が販売される地理的領域又は国内において、テクノロジーを用いた食品情報の提供を支える、サービスの普及度や信頼性と
いった観点から見て十分な技術的インフラが必要である。
b) 一般の人々、又はその一部であって食品情報が想定する人々は、当該地理的領域又は国内においてそのテクノロジーへの広範か
つ適正なアクセスを有し、その使用を取り入れているべきである。
c)購入又は使用の通常かつ日常的な環境において、その食品情報にアクセスするためにそのテクノロジーを利用することが消費者にとっ
て合理的であり、そのテクノロジーについて消費者が同じように理解しているという証拠がある。

５．包装食品のラベル又は表示に必須の情報が、その代わりにテクノロジーの使用により消費者に提供されてよい
かを決定する上での考慮事項
• 当該部分については、意味が不明瞭で冗長、実効的でない等の理由で指示が集まらず、最新の条文案では削除されている。
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